
注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

原則として昭和60年度以後取得分については「取得原価」により評価を行い、昭和59年度以前 

取得分については「再調達原価」にて評価計上しています。ただし、昭和60年度以後取得分に 

ついて「取得原価」が不明な場合は「再調達原価」とし、昭和59年度以前の取得分について 

「取得原価」が把握できる場合は「取得原価」とし、道路及び水路の敷地のうち、取得原価が 

不明なものは備忘価額１円としています。また、物品は、「平成27年 1月公表総務省の統一的な 

基準による地方公会計マニュアル」に基づき、取得価額が50万円以上の場合に計上しています。 

 

 

   再調達原価とは時価のこと。現在取得単価が把握できる場合はその単価を採用し、不明な場合は 

   総務省の統一的な基準によるマニュアルの建物再調達価格基準建築単価表を採用しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

取得原価により計上しています。 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

原則「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に従い、また、 

一部は実態に基づく耐用年数、リースは「リース取引に関する会計基準」に定める耐用年数に 

基づき、定額法により算定しています。 

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

・無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

ア．徴収不能引当金 

長期延滞債権、未収金、貸付金及び基金貸付金の徴収不能又は回収不能に備えるため、 

徴収不能見込額又は回収不能見込額を計上しています。 

過去5年間の平均不能欠損率により算定しております。 

イ．賞与等引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、財務書類作成基準日に 

おいて発生していると認められる金額を計上しています。 

ウ．退職手当引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る一般会計等負担見込額算定方法に従っ

ております。（4⑤A表） 

 

 



（５）リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っており

ます。（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に

準じて会計処理を行っております。） 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3 か月以内の短期投資等）を資金の範囲として

おります。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間の取引により発生する資金の受け

払いも含んでいます。 

歳計外現金は、資金収支計算書の資金の範囲には含めません。 

資金収支計算書の収支尻（本年度末資金残高）に本年度末歳計外現金残高を加えたもの 

（本年度末現金預金残高）は、貸借対照表の資産の部の現金預金勘定と連動します。 

  

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア．会計間の相殺消去 

会計間の繰入繰出額を相殺消去した金額で表示しています。 

イ．消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。 

ウ．法適用化企業へ移行取組中の特別会計 

下水道事業特別会計は現在、法適用化企業移行への取組を行っています。 

そのため、取組完了後に合算を行います。 

エ．関連団体の連結 

連結会計の対象となっている関連団体は、各団体で統一基準に準拠した財務書類を作成次第、 

随時連結を行っていきます。 

 

２ 追加情報 

（１）対象範囲（対象とする会計） 

一般会計等 

  一般会計 

  育英会特別会計 

  土地区画整理事業特別会計 

 全体会計 

  国民健康保険特別会計 

  後期高齢者医療保険特別会計 

  農業集落排水事業特別会計 

  水道事業会計 

     

（２）出納整理期間 

  財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月 31日）ですが、出納整理期間における現金の受け払い等

を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法第 235条の 5「普通地方



公共団体の出納は、翌年度の5月 31日をもって閉鎖する」）   

 

（３）表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ

る場合があります。  

 

（４）地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況 

  実質赤字比率の算定に必要とされる事項 

    実質赤字        1,172,352 千円 

    標準財政規模の額    10,860,566 千円 

 

（５）利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

    予定額          0千円 

 

（６）繰越事業に係る将来支出予定額 

   繰越明許費  （一般会計）         412,926千円 

   繰越明許費  （農業集落排水事業特別会計）  9,983千円 

    

（７）減価償却費について直接法を採用している科目 

   ソフトウェア  取得原価      242,754 千円 

           減価償却累計額    99,015 千円 

 

（８）地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれ

ることが見込まれる金額  

                                 13,922,997千円 

（９）将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素） 

   イ.一般会計等に係る地方債の現在高              23,225,145 千円 

      ロ.債務負担行為に基づく支出予定額                32,952千円 

      ハ.一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰出見込額 

                                  2,608,237千円       

ニ.組合等が起こした地方債の償還に係る負担着見込額       887,073 千円 

      ホ.退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額        866,214千円 

      ヘ.設立法人の負債に額等に係る一般会計等負担見込額              0 千円 

      ト.連結実質赤字額                           0 千円 

      チ.組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額          0 千円 

      リ.地方債の償還額等に充当可能な基金              4,468,373 千円 

      ヌ.地方債の償還額等に充当還付な特定の歳入           2,784,344 千円 

 

 

 


